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第一章  総則 (第一条―第五条 ) 

第二章  養護者による高齢者虐待の防止、養

護者に対する支援等 (第 六条―第十

九条 ) 

第 三 章  養 介 護 施 設 従 事 者 等 に よ る 高 齢 者

虐待の防止等 (第二十条 ―第二十五

条 ) 

第四章  雑則 (第二十六条―第二十八条 ) 

第五章  罰則 (第二十九条・第三十条 ) 

附則  

第一章  総則  

(目的 ) 

第一条  この法律は、高齢者に対する虐待が深

刻な状況にあり、高齢者の尊厳の保持にとっ

て 高 齢 者 に 対 す る 虐 待 を 防 止 す る こ と が 極

めて重要であること等にかんがみ、高齢者虐

待の防止等に関する国等の責務、高齢者虐待

を 受 け た高 齢者 に 対する 保 護 のた めの 措 置、

養 護 者 の 負 担 の 軽 減 を 図 る こ と 等 の 養 護 者

に 対 す る 養 護 者 に よ る 高 齢 者 虐 待 の 防 止 に

資 す る 支援 (以下 「養 護者 に 対 する 支援 」 と

いう。)のための措置等を定めることにより、

高齢者虐待の防止、養護者に対する支援等に

関する施策を促進し、もって高齢者の権利利

益の擁護に資することを目的とする。  

(定義 ) 

第二条  この法律において「高齢者」とは、六

十五歳以上の者をいう。  

２  この法律において「養護者」とは、高齢者

を 現 に 養 護 す る 者 で あ っ て 養 介 護 施 設 従 事

者 等 (第五 項 第一 号の 施設 の 業 務に 従事 す る

者 及 び 同 項 第 二 号 の 事 業 に お い て 業 務 に 従

事 す る 者を いう 。 以下同 じ 。 )以 外 のも のを

いう。  

３  この法律において「高齢者虐待」とは、養

護 者 に よ る 高 齢 者 虐 待 及 び 養 介 護 施 設 従 事

者等による高齢者虐待をいう。  

４  この法律において「養護者による高齢者虐

待」とは、次のいずれかに該当する行為をい

う。  

一  養 護 者 が そ の 養 護 す る 高 齢 者 に つ い て

行う次に掲げる行為  

イ  高齢者の身体に外傷が生じ、又は生じ

る  

 

 

 

 

 

おそれのある暴行を加えること。  

ロ  高 齢 者 を 衰 弱 さ せ る よ う な 著 し い 減

食又は長時間の放置、養護者以外の同居

人によるイ、ハ又はニに掲げる行為と同

様 の 行 為 の 放 置 等 養 護 を 著 し く 怠 る こ

と。  

ハ  高 齢 者 に 対 す る 著 し い 暴 言 又 は 著 し

く 拒 絶 的 な 対 応 そ の 他 の 高 齢 者 に 著 し

い心理的外傷を与え る言動 を 行 うこ と 。 

ニ  高 齢 者 に わ い せ つ な 行 為 を す る こ と

又 は 高 齢 者 を し て わ い せ つ な 行 為 を さ

せること。  

二  養 護 者 又 は 高 齢 者 の 親 族 が 当 該 高 齢 者

の 財 産 を 不 当 に 処 分 す る こ と そ の 他 当 該

高 齢 者 か ら 不 当 に 財 産 上 の 利 益 を 得 る こ

と。  

５  この法律において「養介護施設従事者等に

よる高齢者虐待」とは、次のいずれかに該当

する行為をいう。  

一  老 人福 祉法 (昭和 三十 八 年 法律 第百 三 十

三 号 )第 五条 の三 に規 定す る 老人 福祉 施設

若 し く は 同 法 第 二 十 九 条 第 一 項 に 規 定 す

る 有 料老 人ホ ーム 又は介 護 保険 法 (平成 九

年 法 律第 百二 十三 号 )第八 条 第二 十項 に規

定する地域密着型介護老人福祉施設、同条

第 二 十四 項に 規定 する介 護 老人 福祉 施設 、

同 条 第 二 十 五 項 に 規 定 す る 介 護 老 人 保 健

施設、同条第二十六項に規定する介護療養

型 医 療 施 設 若 し く は 同 法 第 百 十 五 条 の 四

十 五 第 一 項 に 規 定 す る 地 域 包 括 支 援 セ ン

ター (以下「養介護施設」という。 )の業務

に従事する者が、当該養介護施設に入所し、

そ の 他 当 該 養 介 護 施 設 を 利 用 す る 高 齢 者

について行う次に掲げる行為  

イ  高齢者の身体に外傷が生じ、又は生じ

るおそれのある暴行を加えること。  

ロ  高 齢 者 を 衰 弱 さ せ る よ う な 著 し い 減

食 又 は 長 時 間 の 放 置 そ の 他 の 高 齢 者 を

養 護 す べ き 職 務 上 の 義 務 を 著 し く 怠 る

こと。  

ハ  高 齢 者 に 対 す る 著 し い 暴 言 又 は 著 し

く 拒 絶 的 な 対 応 そ の 他 の 高 齢 者 に 著 し

い心理的外傷を与え る言動 を 行 うこ と 。 
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ニ  高 齢 者 に わ い せ つ な 行 為 を す る こ と

又 は 高 齢 者 を し て わ い せ つ な 行 為 を さ

せること。  

ホ  高 齢 者 の 財 産 を 不 当 に 処 分 す る こ と

そ の 他 当 該 高 齢 者 か ら 不 当 に 財 産 上 の

利益を得ること。  

二  老 人 福 祉 法 第 五 条 の 二 第 一 項 に 規 定 す

る 老 人 居 宅 生 活 支 援 事 業 又 は 介 護 保 険 法

第 八 条 第 一 項 に 規 定 す る 居 宅 サ ー ビ ス 事

業、同条第十四項に規定する地域密着型サ

ービス事業、同条第二十一項に規定する居

宅介護支援事業、同法第八条の二第一項に

規定する介護予防サービス事業、同条第十

四 項 に 規 定 す る 地 域 密 着 型 介 護 予 防 サ ー

ビ ス 事 業 若 し く は 同 条 第 十 八 項 に 規 定 す

る 介 護予 防支 援事 業 (以下 「 養介 護事 業」

と い う。 )に おい て業 務に 従 事す る者 が、

当 該 養 介 護 事 業 に 係 る サ ー ビ ス の 提 供 を

受 け る 高 齢 者 に つ い て 行 う 前 号 イ か ら ホ

までに掲げる行為  

(国及び地方公共団体の責務等 ) 

第三条  国及び地方公共団体は、高齢者虐待の

防止、高齢者虐待を受けた高齢者の迅速かつ

適 切 な 保 護 及 び 適 切 な 養 護 者 に 対 す る 支 援

を行うため、関係省庁相互間その他関係機関

及び民間団体の間の連携の強化、民間団体の

支 援 そ の 他 必 要 な 体 制 の 整 備 に 努 め な け れ

ばならない。  

２  国及び地方公共団体は、高齢者虐待の防止

及 び 高 齢 者 虐 待 を 受 け た 高 齢 者 の 保 護 並 び

に 養 護 者 に 対 す る 支 援 が 専 門 的 知 識 に 基 づ

き適切に行われるよう、これらの職務に携わ

る 専 門 的 な 人 材 の 確 保 及 び 資 質 の 向 上 を 図

るため、関係機関の職員の研修等必要な措置

を講ずるよう努めなければならない。  

３  国及び地方公共団体は、高齢者虐待の防止

及 び 高 齢 者 虐 待 を 受 け た 高 齢 者 の 保 護 に 資

するため、高齢者虐待に係る通報義務、人権

侵 犯 事 件 に 係 る 救 済 制 度 等 に つ い て 必 要 な

広報その他の啓発活動を行うものとする。  

(国民の責務 ) 

第四条  国民は、高齢者虐待の防止、養護者に

対 す る 支 援 等 の 重 要 性 に 関 す る 理 解 を 深 め

るとともに、国又は地方公共団体が講ずる高

齢者虐待の防止、養護者に対する支援等のた

め の 施 策 に 協 力 す る よ う 努 め な け れ ば な ら

ない。  

(高齢者虐待の早期発見等 ) 

第五条  養介護施設、病院、保健所その他高齢

者 の 福 祉 に 業 務 上 関 係 の あ る 団 体 及 び 養 介

護施設従事者等、医師、保健師、弁護士その

他高齢者の福祉に職務上関係のある者は、高

齢 者 虐 待 を 発 見 し や す い 立 場 に あ る こ と を

自覚し、高齢者虐待の早期発見に努めなけれ

ばならない。  

２  前項に規定する者は、国及び地方公共団体

が 講 ず る 高 齢 者 虐 待 の 防 止 の た め の 啓 発 活

動 及 び 高 齢 者 虐 待 を 受 け た 高 齢 者 の 保 護 の

た め の 施 策 に 協 力 す る よ う 努 め な け れ ば な

らない。  

第 二 章  養 護 者 に よ る 高 齢 者 虐 待 の 防

止、養護者に対する支援等  

(相談、指導及び助言 ) 

第六条  市町村は、養護者による高齢者虐待の

防 止 及 び 養 護 者 に よ る 高 齢 者 虐 待 を 受 け た

高齢者の保護のため、高齢者及び養護者に対

して、相談、指導及び助言を行うものとする。 

(養護者による高齢者虐待に係る通報等 ) 

第 七 条  養 護 者 に よ る 高 齢 者 虐 待 を 受 け た と

思われる高齢者を発見した者は、当該高齢者

の 生 命 又 は 身 体 に 重 大 な 危 険 が 生 じ て い る

場合は、速やかに、これを市町村に通報しな

ければならない。  

２  前項に定める場合のほか、養護者による高

齢 者 虐 待 を 受 け た と 思 わ れ る 高 齢 者 を 発 見

した者は、速やかに、これを市町村に通報す

るよう努めなければならない。  

３  刑 法 (明 治 四 十 年 法 律 第 四 十 五 号 )の 秘 密

漏 示 罪 の 規 定 そ の 他 の 守 秘 義 務 に 関 す る 法

律の規定は、前二項の規定による通報をする

ことを妨げるものと解釈してはならない。  

第 八 条  市 町 村 が 前 条 第 一 項 若 し く は 第 二 項

の 規 定 に よ る 通 報 又 は 次 条 第 一 項 に 規 定 す

る届出を受けた場合においては、当該通報又

は届出を受けた市町村の職員は、その職務上

知 り 得 た 事 項 で あ っ て 当 該 通 報 又 は 届 出 を

し た 者 を 特 定 さ せ る も の を 漏 ら し て は な ら

ない。  

(通報等を受けた場合の措置 ) 

第九条  市町村は、第七条第一項若しくは第二

項 の 規 定 に よ る 通 報 又 は 高 齢 者 か ら の 養 護

者 に よ る 高 齢 者 虐 待 を 受 け た 旨 の 届 出 を 受

けたときは、速やかに、当該高齢者の安全の

確 認 そ の 他 当 該 通 報 又 は 届 出 に 係 る 事 実 の

確認のための措置を講ずるとともに、第十六

条 の 規 定 に よ り 当 該 市 町 村 と 連 携 協 力 す る

者 (以下「高齢者虐待対応協力者」という。 )

とその対応 に つい て 協議を 行 う もの と する 。 
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２  市町村又は市町村長は、第七条第一項若し

く は 第 二 項 の 規 定 に よ る 通 報 又 は 前 項 に 規

定する届出があった場合には、当該通報又は

届 出 に 係 る 高 齢 者 に 対 す る 養 護 者 に よ る 高

齢 者 虐 待 の 防 止 及 び 当 該 高 齢 者 の 保 護 が 図

られるよう、養護者による高齢者虐待により

生 命 又 は 身 体 に 重 大 な 危 険 が 生 じ て い る お

そ れ が あ る と 認 め ら れ る 高 齢 者 を 一 時 的 に

保 護 す る た め 迅 速 に 老 人 福 祉 法 第 二 十 条 の

三 に 規 定 す る 老 人 短 期 入 所 施 設 等 に 入 所 さ

せる等、適切に、同法第十条の四第一項若し

く は 第 十 一 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 措 置 を 講

じ、又は、適切に、同法第三十二条の規定に

より審判の請求をするものとする。  

(居室の確保 ) 

第十条  市町村は、養護者による高齢者虐待を

受 け た 高 齢 者 に つ い て 老 人 福 祉 法 第 十 条 の

四 第 一 項 第 三 号 又 は 第 十 一 条 第 一 項 第 一 号

若 し く は 第 二 号 の 規 定 に よ る 措 置 を 採 る た

め に 必 要 な 居 室 を 確 保 す る た め の 措 置 を 講

ずるものとする。  

(立入調査 ) 

第十一条  市町村長は、養護者による高齢者虐

待 に よ り 高 齢 者 の 生 命 又 は 身 体 に 重 大 な 危

険 が 生 じ て い る お そ れ が あ る と 認 め る と き

は、介護保険法第百十五条の四十五第二項の

規 定 に よ り 設 置 す る 地 域 包 括 支 援 セ ン タ ー

の 職 員 そ の 他 の 高 齢 者 の 福 祉 に 関 す る 事 務

に従事する職員をして、当該高齢者の住所又

は居所に立ち入り、必要な調査又は質問をさ

せることができる。  

２  前 項 の 規 定 に よ る 立 入 り 及 び 調 査 又 は 質

問を行う場合においては、当該職員は、その

身分を示す証明書を携帯し、関係者の請求が

あるときは、これを提示しなければならない。 

３  第 一 項 の 規 定 に よ る 立 入 り 及 び 調 査 又 は

質問を行う権限は、犯罪捜査のために認めら

れたものと解釈してはならない。  

(警察署長に対する援助要請等 ) 

第十二条  市町村長は、前条第一項の規定によ

る 立 入 り 及 び 調 査 又 は 質 問 を さ せ よ う と す

る場合において、これらの職務の執行に際し

必要があると認めるときは、当該高齢者の住

所 又 は 居 所 の 所 在 地 を 管 轄 す る 警 察 署 長 に

対し援助を求めることができる。  

２  市町村長は、高齢者の生命又は身体の安全

の確保に万全を期する観点から、必要に応じ

適切に、前項の規定により警察署長に対し援

助を求めなければならない。  

３  警察署長は、第一項の規定による援助の求

めを受けた場合において、高齢者の生命又は

身 体 の 安 全 を 確 保 す る た め 必 要 と 認 め る と

きは、速やかに、所属の警察官に、同項の職

務 の 執 行 を 援 助 す る た め に 必 要 な 警 察 官 職

務 執 行 法 (昭 和 二 十 三 年 法 律 第 百 三 十 六 号 )

そ の 他 の 法 令 の 定 め る と こ ろ に よ る 措 置 を

講じさせるよう努めなければならない。  

(面会の制限 ) 

第 十 三 条  養 護 者 に よ る 高 齢 者 虐 待 を 受 け た

高 齢 者 に つ い て 老 人 福 祉 法 第 十 一 条 第 一 項

第 二 号 又 は 第 三 号 の 措 置 が 採 ら れ た 場 合 に

おいては、市町村長又は当該措置に係る養介

護施設の長は、養護者による高齢者虐待の防

止及び当該高齢者の保護の観点から、当該養

護 者 に よ る 高 齢 者 虐 待 を 行 っ た 養 護 者 に つ

い て 当 該 高 齢 者 と の 面 会 を 制 限 す る こ と が

できる。  

(養護者の支援 ) 

第十四条  市町村は、第六条に規定するものの

ほか、養護者の負担の軽減のため、養護者に

対する相談、指導及び助言その他必要な措置

を講ずるものとする。  

２  市町村は、前項の措置として、養護者の心

身 の 状 態 に 照 ら し そ の 養 護 の 負 担 の 軽 減 を

図 る た め 緊 急 の 必 要 が あ る と 認 め る 場 合 に

高 齢 者 が 短 期 間 養 護 を 受 け る た め に 必 要 と

な る 居 室 を 確 保 す る た め の 措 置 を 講 ず る も

のとする。  

(専門的に従事する職員の確保 ) 

第十五条  市町村は、養護者による高齢者虐待

の防止、養護者による高齢者虐待を受けた高

齢 者 の 保 護 及 び 養 護 者 に 対 す る 支 援 を 適 切

に実施するために、これらの事務に専門的に

従 事 す る 職 員 を 確 保 す る よ う 努 め な け れ ば

ならない。  

(連携協力体制 ) 

第十六条  市町村は、養護者による高齢者虐待

の防止、養護者による高齢者虐待を受けた高

齢 者 の 保 護 及 び 養 護 者 に 対 す る 支 援 を 適 切

に実施するため、老人福祉法第二十条の七の

二 第 一 項に 規定 す る老人 介 護 支援 セン タ ー、

介 護 保 険 法 第 百 十 五 条 の 四 十 五 第 三 項 の 規

定 に よ り 設 置 さ れ た 地 域 包 括 支 援 セ ン タ ー

その他関係機関、民間団体等との連携協力体

制を整備しなければならない。この場合にお

いて、養護者による高齢者虐待にいつでも迅

速に対応することができるよう、特に配慮し

なければならない。  
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(事務の委託 ) 

第十七条  市町村は、高齢者虐待対応協力者の

うち適当と認められるものに、第六条の規定

による相談、指導及び助言、第七条第一項若

し く は 第 二 項 の 規 定 に よ る 通 報 又 は 第 九 条

第一項に規定する届出の受理、同項の規定に

よ る 高 齢 者 の 安 全 の 確 認 そ の 他 通 報 又 は 届

出 に 係 る 事 実 の 確 認 の た め の 措 置 並 び に 第

十 四 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 養 護 者 の 負 担 の

軽 減 の た め の 措 置 に 関 す る 事 務 の 全 部 又 は

一部を委託することができる。  

２  前 項 の 規 定 に よ る 委 託 を 受 け た 高 齢 者 虐

待 対 応 協 力 者 若 し く は そ の 役 員 若 し く は 職

員又はこれらの者であった者は、正当な理由

なしに、その委託を受けた事務に関して知り

得た秘密を漏らしてはならない。  

３  第 一 項 の 規 定 に よ り 第 七 条 第 一 項 若 し く

は 第 二 項 の 規 定 に よ る 通 報 又 は 第 九 条 第 一

項 に 規 定 す る 届 出 の 受 理 に 関 す る 事 務 の 委

託 を 受 け た 高 齢 者 虐 待 対 応 協 力 者 が 第 七 条

第 一 項 若 し く は 第 二 項 の 規 定 に よ る 通 報 又

は 第 九 条 第 一 項 に 規 定 す る 届 出 を 受 け た 場

合には、当該通報又は届出を受けた高齢者虐

待 対 応 協力 者又 は その役 員 若 しく は職 員 は、

そ の 職 務 上 知 り 得 た 事 項 で あ っ て 当 該 通 報

又 は 届 出 を し た 者 を 特 定 さ せ る も の を 漏 ら

してはならない。  

(周知 ) 

第十八条  市町村は、養護者による高齢者虐待

の防止、第七条第一項若しくは第二項の規定

に よ る 通 報 又 は 第 九 条 第 一 項 に 規 定 す る 届

出の受理、養護者による高齢者虐待を受けた

高齢者の保護、養護者に対する支援等に関す

る 事 務 に つ い て の 窓 口 と な る 部 局 及 び 高 齢

者 虐 待 対 応 協 力 者 の 名 称 を 明 示 す る こ と 等

により、当該部局及び高齢者虐待対応協力者

を周知させなければならない。  

(都道府県の援助等 ) 

第十九条  都道府県は、この章の規定により市

町村が行う措置の実施に関し、市町村相互間

の連絡調整、市町村に対する情報の提供その

他必要な援助を行うものとする。  

２  都道府県は、この章の規定により市町村が

行 う 措 置 の 適 切 な 実 施 を 確 保 す る た め 必 要

があると認めるときは、市町村に対し、必要

な助言を行うことができる。  

第 三 章  養 介 護 施 設 従 事 者 等 に よ る 高

齢者虐待の防止等  

(養 介 護施 設 従事 者等 によ る 高 齢者 虐待 の 防

止等のための措置 ) 

第 二 十 条  養 介 護 施 設 の 設 置 者 又 は 養 介 護 事

業を行う者は、養介護施設従事者等の研修の

実施、当該養介護施設に入所し、その他当該

養介護施設を利用し、又は当該養介護事業に

係 る サ ー ビ ス の 提 供 を 受 け る 高 齢 者 及 び そ

の 家 族 か ら の 苦 情 の 処 理 の 体 制 の 整 備 そ の

他 の 養 介 護 施 設 従 事 者 等 に よ る 高 齢 者 虐 待

の防止等の た めの 措 置を講 ず る もの と する 。 

(養 介 護施 設 従事 者等 によ る 高 齢者 虐待 に 係

る通報等 ) 

第二十一条  養介護施設従事者等は、当該養介

護 施 設 従 事 者 等 が そ の 業 務 に 従 事 し て い る

養 介 護 施設 又は 養 介護事 業 (当該 養 介護 施設

の 設 置 者 若 し く は 当 該 養 介 護 事 業 を 行 う 者

が 設 置 す る 養 介 護 施 設 又 は こ れ ら の 者 が 行

う 養 介 護事 業を 含 む。 )に お い て業 務に 従 事

す る 養 介 護 施 設 従 事 者 等 に よ る 高 齢 者 虐 待

を 受 け た と 思 わ れ る 高 齢 者 を 発 見 し た 場 合

は、速やかに、これを市町村に通報しなけれ

ばならない。  

２  前項に定める場合のほか、養介護施設従事

者 等 に よ る 高 齢 者 虐 待 を 受 け た と 思 わ れ る

高齢者を発見した者は、当該高齢者の生命又

は身体に重大な危険が生じている場合は、速

やかに、これを市町村に通報しなければなら

ない。  

３  前二項に定める場合のほか、養介護施設従

事 者 等 に よ る 高 齢 者 虐 待 を 受 け た と 思 わ れ

る高齢者を発見した者は、速やかに、これを

市 町 村 に 通 報 す る よ う 努 め な け れ ば な ら な

い。  

４  養 介 護 施 設 従 事 者 等 に よ る 高 齢 者 虐 待 を

受けた高齢者は、その旨を市町村に届け出る

ことができる。  

５  第十八条の規定は、第一項から第三項まで

の 規 定 に よ る 通 報 又 は 前 項 の 規 定 に よ る 届

出 の 受 理 に 関 す る 事 務 を 担 当 す る 部 局 の 周

知について準用する。  

６  刑 法 の 秘 密 漏 示 罪 の 規 定 そ の 他 の 守 秘 義

務に関する法律の規定は、第一項から第三項

ま で の 規定 によ る 通報 (虚 偽 で ある もの 及 び

過失によるものを除く。次項において同じ。)

を す る こ と を 妨 げ る も の と 解 釈 し て は な ら

ない。  

７  養介護施設従事者等は、第一項から第三項

ま で の 規 定 に よ る 通 報 を し た こ と を 理 由 と

して、解雇その他不利益な取扱いを受けない。 

第二十二条  市町村は、前条第一項から第三項
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ま で の 規 定 に よ る 通 報 又 は 同 条 第 四 項 の 規

定による届出を受けたときは、厚生労働省令

で定めるところにより、当該通報又は届出に

係 る 養 介 護 施 設 従 事 者 等 に よ る 高 齢 者 虐 待

に関する事項を、当該養介護施設従事者等に

よ る 高 齢 者 虐 待 に 係 る 養 介 護 施 設 又 は 当 該

養 介 護 施 設 従 事 者 等 に よ る 高 齢 者 虐 待 に 係

る 養 介 護 事 業 の 事 業 所 の 所 在 地 の 都 道 府 県

に報告しなければならない。  

２  前 項 の規 定 は 、地方 自 治 法 (昭和 二 十 二年

法 律 第 六十 七号 )第二 百五 十 二 条の 十九 第 一

項 の 指 定 都 市 及 び 同 法 第 二 百 五 十 二 条 の 二

十二第一項の中核市については、厚生労働省

令で定める場合を除き、適用しない。  

第 二 十 三 条  市 町 村 が 第 二 十 一 条 第 一 項 か ら

第 三 項 ま で の 規 定 に よ る 通 報 又 は 同 条 第 四

項 の 規 定 に よ る 届 出 を 受 け た 場 合 に お い て

は、当該通報又は届出を受けた市町村の職員

は、その職務上知り得た事項であって当該通

報 又 は 届 出 を し た 者 を 特 定 さ せ る も の を 漏

らしてはならない。都道府県が前条第一項の

規 定 に よ る 報 告 を 受 け た 場 合 に お け る 当 該

報告を受けた都道府県の職員についても、同

様とする。  

(通報等を受けた場合の措置 ) 

第 二 十 四 条  市 町 村 が 第 二 十 一 条 第 一 項 か ら

第 三 項 ま で の 規 定 に よ る 通 報 若 し く は 同 条

第四項の規定による届出を受け、又は都道府

県 が 第 二 十 二 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 報 告 を

受けたときは、市町村長又は都道府県知事は、

養 介 護 施 設 の 業 務 又 は 養 介 護 事 業 の 適 正 な

運営を確保することにより、当該通報又は届

出 に 係 る 高 齢 者 に 対 す る 養 介 護 施 設 従 事 者

等 に よ る 高 齢 者 虐 待 の 防 止 及 び 当 該 高 齢 者

の保護を図るため、老人福祉法又は介護保険

法 の 規 定 に よ る 権 限 を 適 切 に 行 使 す る も の

とする。  

(公表 ) 

第二十五条  都道府県知事は、毎年度、養介護

施設従事者等による高齢者虐待の状況、養介

護 施 設 従 事 者 等 に よ る 高 齢 者 虐 待 が あ っ た

場 合 に と っ た 措 置 そ の 他 厚 生 労 働 省 令 で 定

める事項を公表するものとする。  

第四章  雑則  

(調査研究 ) 

第二十六条  国は、高齢者虐待の事例の分析を

行うとともに、高齢者虐待があった場合の適

切な対応方法、高齢者に対する適切な養護の

方法その他の高齢者虐待の防止、高齢者虐待

を 受 け た 高 齢 者 の 保 護 及 び 養 護 者 に 対 す る

支 援 に 資 す る 事 項 に つ い て 調 査 及 び 研 究 を

行うものとする。  

(財産上の不当取引による被害の防止等 ) 

第二十七条  市町村は、養護者、高齢者の親族

又 は 養 介 護 施 設 従 事 者 等 以 外 の 者 が 不 当 に

財 産 上 の 利 益 を 得 る 目 的 で 高 齢 者 と 行 う 取

引 (以下「財産上の不当取引」という。 )によ

る高齢者の被害について、相談に応じ、若し

く は 消 費 生 活 に 関 す る 業 務 を 担 当 す る 部 局

その他の関係機関を紹介し、又は高齢者虐待

対応協力者に、財産上の不当取引による高齢

者 の 被 害 に 係 る 相 談 若 し く は 関 係 機 関 の 紹

介の実施を委託するものとする。  

２  市町村長は、財産上の不当取引の被害を受

け、又は受けるおそれのある高齢者について、

適切に、老人福祉法第三十二条の規定により

審判の請求をするものとする。  

(成年後見制度の利用促進 ) 

第二十八条  国及び地方公共団体は、高齢者虐

待 の 防 止 及 び 高 齢 者 虐 待 を 受 け た 高 齢 者 の

保 護 並 び に 財 産 上 の 不 当 取 引 に よ る 高 齢 者

の被害の防止及び救済を図るため、成年後見

制度の周知のための措置、成年後見制度の利

用 に 係 る 経 済 的 負 担 の 軽 減 の た め の 措 置 等

を講ずることにより、成年後見制度が広く利

用されるようにしなければならない。  

第五章  罰則  

第 二 十 九 条  第 十 七 条 第 二 項 の 規 定 に 違 反 し

た者は、一年以下の懲役又は百万円以下の罰

金に処する。  

第三十条  正当な理由がなく、第十一条第一項

の規定による立入調査を拒み、妨げ、若しく

は忌避し、又は同項の規定による質問に対し

て答弁をせず、若しくは虚偽の答弁をし、若

しくは高齢者に答弁をさせず、若しくは虚偽

の答弁をさせた者は、三十万円以下の罰金に

処する。  

附  則  

(施行期日 ) 

１  この法律は、平成十八年四月一日から施行

する。  

(検討 ) 

２  高 齢 者 以 外 の 者 で あ っ て 精 神 上 又 は 身 体

上 の 理 由 に よ り 養 護 を 必 要 と す る も の に 対

す る 虐 待の 防止 等 のため の 制 度に つい て は、

速やかに検討が加えられ、その結果に基づい

て必要な措置が講ぜられるものとする。  

３  高齢者虐待の防止、養護者に対する支援等
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のための制度については、この法律の施行後

三年を目途として、この法律の施行状況等を

勘案し、検討が加えられ、その結果に基づい

て必要な措置が講ぜられるものとする。  
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（１）やむを得ない事由による措置等について 
第二章  福祉の措置  

(支援体制の整備等 ) 

第十条の三  市町村は、六十五歳以上の者であ

つて、身体上又は精神上の障害があるために

日常生活を営むのに支障があるものが、心身

の 状 況 、そ の置 か れてい る 環 境等 に応 じ て、

自 立 し た 日 常 生 活 を 営 む た め に 最 も 適 切 な

支援が総合的に受けられるように、次条及び

第 十 一 条 の 措 置 そ の 他 地 域 の 実 情 に 応 じ た

き め 細 か な 措 置 の 積 極 的 な 実 施 に 努 め る と

ともに、これらの措置、介護保険法に規定す

る居宅サービス、地域密着型サービス、居宅

介護支援、施設サービス、介護予防サービス、

地 域 密 着 型 介 護 予 防 サ ー ビ ス 及 び 介 護 予 防

支 援 並 び に 老 人 ク ラ ブ そ の 他 老 人 の 福 祉 を

増 進 す る こ と を 目 的 と す る 事 業 を 行 う 者 の

活 動 の 連 携 及 び 調 整 を 図 る 等 地 域 の 実 情 に

応じた体制 の 整備 に 努めな け れ ばな ら ない 。 

２  市町村は、前項の体制の整備に当たつては、

六 十 五 歳 以 上 の 者 が 身 体 上 又 は 精 神 上 の 障

害 が あ る た め に 日 常 生 活 を 営 む の に 支 障 が

生じた場合においても、引き続き居宅におい

て 日 常 生 活 を 営 む こ と が で き る よ う 配 慮 し

なければならない。  

(居宅における介護等 ) 

第十条の四  市町村は、必要に応じて、次の措

置を採ることができる。  

一  六十五歳以上の者であつて、身体上又は

精 神 上 の 障 害 が あ る た め に 日 常 生 活 を 営

むのに支障があるものが、やむを得ない事

由 に より 介護 保険 法に規 定 する 訪問 介護 、

夜 間 対 応 型 訪 問 介 護 又 は 介 護 予 防 訪 問 介

護 を 利 用 す る こ と が 著 し く 困 難 で あ る と

認めるときは、その者につき、政令で定め

る基準に従い、その者の居宅において第五

条 の 二 第 二 項 の 厚 生 労 働 省 令 で 定 め る 便

宜を供与し、又は当該市町村以外の者に当

該便宜を供与することを委託すること。  

二  六十五歳以上の者であつて、身体上又は

精 神 上 の 障 害 が あ る た め に 日 常 生 活 を 営

むのに支障があるものが、やむを得ない事

由 に より 介護 保険 法に規 定 する 通所 介護 、

認知症対応型通所介護、介護予防通所介護

又 は 介 護 予 防 認 知 症 対 応 型 通 所 介 護 を 利

用 す る こ と が 著 し く 困 難 で あ る と 認 め る

ときは、その者 (養護者を含む。 )を、政令

で定める基準に従い、当該市町村の設置す

る 老 人 デ イ サ ー ビ ス セ ン タ ー 若 し く は 第

五 条 の 二 第 三 項 の 厚 生 労 働 省 令 で 定 め る

施設 (以下「老人デイサービスセンター等」

と い う。 )に 通わ せ、 同項 の 厚生 労働 省令

で定める便宜を供与し、又は当該市町村以

外 の 者 の 設 置 す る 老 人 デ イ サ ー ビ ス セ ン

ター等に通わせ、当該便宜を供与すること

を委託すること。  

三  六十五歳以上の者であつて、養護者の疾

病その他の理由により、居宅において介護

を 受 け る こ と が 一 時 的 に 困 難 と な つ た も

のが、やむを得ない事由により介護保険法

に 規 定 す る 短 期 入 所 生 活 介 護 又 は 介 護 予

防 短 期 入 所 生 活 介 護 を 利 用 す る こ と が 著

しく困難であると認めるときは、その者を、

政令で定める基準に従い、当該市町村の設

置 す る 老 人 短 期 入 所 施 設 若 し く は 第 五 条

の 二 第 四 項 の 厚 生 労 働 省 令 で 定 め る 施 設

(以下「老人短期入所施設等」という。 )に

短期間入所させ、養護を行い、又は当該市

町 村 以 外 の 者 の 設 置 す る 老 人 短 期 入 所 施

設等に短期間入所させ、養護することを委

託すること。  

四  六十五歳以上の者であつて、身体上又は

精 神 上 の 障 害 が あ る た め に 日 常 生 活 を 営

むのに支障があるものが、やむを得ない事

由 に よ り 介 護 保 険 法 に 規 定 す る 小 規 模 多

機 能 型 居 宅 介 護 又 は 介 護 予 防 小 規 模 多 機

能 型 居 宅 介 護 を 利 用 す る こ と が 著 し く 困

難 で ある と認 める ときは 、 その 者に つき 、

政令で定める基準に従い、その者の居宅に

おいて、又は第五条の二第五項の厚生労働

省令で定めるサービスの拠点に通わせ、若

しくは短期間宿泊させ、当該拠点において、

同 項 の 厚 生 労 働 省 令 で 定 め る 便 宜 及 び 機

能訓練を供与し、又は当該市町村以外の者

に 当 該 便 宜 及 び 機 能 訓 練 を 供 与 す る こ と

を委託すること。  

五  六 十五 歳以 上 の者で あ つ て、 認知 症 (介

護 保 険 法 第 八 条 第 十 六 項 に 規 定 す る 認 知

症 を いう 。以 下同 じ。 )で あ るた めに 日常

生 活 を営 むの に支 障があ る もの (そ の者 の

認 知 症 の 原 因 と な る 疾 患 が 急 性 の 状 態 に

あ る 者を 除く 。 )が、 やむ を 得な い事 由に

よ り 同 法 に 規 定 す る 認 知 症 対 応 型 共 同 生
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活 介 護 又 は 介 護 予 防 認 知 症 対 応 型 共 同 生

活 介 護 を 利 用 す る こ と が 著 し く 困 難 で あ

ると認めるときは、その者につき、政令で

定める基準に従い、第五条の二第六項に規

定する住居において入浴、排せつ、食事等

の 介 護そ の他 の日 常生活 上 の援 助を 行い 、

又 は 当 該 市 町 村 以 外 の 者 に 当 該 住 居 に お

いて入浴、排せつ、食事等の介護その他の

日 常 生 活 上 の 援 助 を 行 う こ と を 委 託 す る

こと。  

２  市町村は、六十五歳以上の者であつて、身

体 上 又 は 精 神 上 の 障 害 が あ る た め に 日 常 生

活を営むのに支障があるものにつき、前項各

号 の 措 置を 採る ほ か、そ の 福 祉を 図る た め、

必要に応じて、日常生活上の便宜を図るため

の 用 具 で あ つ て 厚 生 労 働 大 臣 が 定 め る も の

を給付し、若しくは貸与し、又は当該市町村

以外の者にこれを給付し、若しくは貸与する

ことを委託する措置を採ることができる。  

(老人ホームへの入所等 ) 

第十一条  市町村は、必要に応じて、次の措置

を採らなければならない。  

一  六十五歳以上の者であつて、環境上の理

由 及 び経 済的 理由 (政 令で 定 める もの に限

る 。 )に より 居宅 にお いて 養 護を 受け るこ

と が 困 難 な も の を 当 該 市 町 村 の 設 置 す る

養護老人ホームに入所させ、又は当該市町

村 以 外 の 者 の 設 置 す る 養 護 老 人 ホ ー ム に

入所を委託すること。  

二  六十五歳以上の者であつて、身体上又は

精 神 上 著 し い 障 害 が あ る た め に 常 時 の 介

護を必要とし、かつ、居宅においてこれを

受けることが困難なものが、やむを得ない

事 由 に よ り 介 護 保 険 法 に 規 定 す る 地 域 密

着 型 介 護 老 人 福 祉 施 設 又 は 介 護 老 人 福 祉

施 設 に 入 所 す る こ と が 著 し く 困 難 で あ る

と認めるときは、その者を当該市町村の設

置する特別養護老人ホームに入所させ、又

は 当 該 市 町 村 以 外 の 者 の 設 置 す る 特 別 養

護老人ホームに入所を委託すること。  

三  六十五歳以上の者であつて、養護者がな

いか、又は養護者があつてもこれに養護さ

せ る こ と が 不 適 当 で あ る と 認 め ら れ る も

の の 養護 を養 護受 託者 (老 人 を自 己の 下に

預 つ て 養 護 す る こ と を 希 望 す る 者 で あ つ

て 、 市町 村長 が適 当と認 め るも のを いう 。

以 下 同じ 。 )のう ち政 令で 定 める もの に委

託すること。  

２  市町村は、前項の規定により養護老人ホー

ム 若 し くは 特別 養 護老人 ホ ー ムに 入所 さ せ、

若しくは入所を委託し、又はその養護を養護

受 託 者 に 委 託 し た 者 が 死 亡 し た 場 合 に お い

て 、 そ の葬 祭 (葬 祭の ため に 必 要な 処理 を 含

む 。 以 下同 じ。 )を行 う者 が な いと きは 、 そ

の葬祭を行い、又はその者を入所させ、若し

くは養護していた養護老人ホーム、特別養護

老 人 ホ ー ム 若 し く は 養 護 受 託 者 に そ の 葬 祭

を 行 う こ と を 委 託 す る 措 置 を 採 る こ と が で

きる。  

(措置の解除に係る説明等 ) 

第十二条  市町村長は、第十条の四又は前条第

一項の措置を解除しようとするときは、あら

かじめ、当該措置に係る者に対し、当該措置

の解除の理由について説明するとともに、そ

の意見を聴かなければならない。ただし、当

該 措 置 に 係 る 者 か ら 当 該 措 置 の 解 除 の 申 出

が あ つ た 場 合 そ の 他 厚 生 労 働 省 令 で 定 め る

場合においては、この限りでない。  

 
（２）通報を受けた場合の適切な権限行使について 

(報告の徴収等 ) 

第十八条  都道府県知事は、老人の福祉のため

に必要があると認めるときは、老人居宅生活

支 援 事 業 を 行 う 者 又 は 老 人 デ イ サ ー ビ ス セ

ンター、老人短期入所施設若しくは老人介護

支援センターの設置者に対して、必要と認め

る事項の報告を求め、又は当該職員に、関係

者に対して質問させ、若しくはその事務所若

しくは施設に立ち入り、設備、帳簿書類その

他の物件を検査させることができる。  

２  都道府県知事は、前条第一項の基準を維持

するため、養護老人ホーム又は特別養護老人

ホームの長に対して、必要と認める事項の報

告を求め、又は当該職員に、関係者に対して

質問させ、若しくはその施設に立ち入り、設

備、帳簿書類その他の物件を検査させること

ができる。  

３  前 二 項 の 規 定 に よ る 質 問 又 は 立 入 検 査 を

行う場合においては、当該職員は、その身分

を示す証明書を携帯し、関係者の請求がある

ときは、これを提示しなければならない。  

４  第一項及び第二項の規定による権限は、犯

罪 捜 査 の た め に 認 め ら れ た も の と 解 釈 し て

はならない。  

(改善命令等 ) 

第十八条の二  都道府県知事は、認知症対応型

老 人 共 同 生 活 援 助 事 業 を 行 う 者 が 第 十 四 条

の四の規定に違反したと認めるときは、当該
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者に対して、その改善に必要な措置を採るべ

きことを命ずることができる。  

２  都道府県知事は、老人居宅生活支援事業を

行う者又は老人デイサービスセンター、老人

短 期 入 所 施 設 若 し く は 老 人 介 護 支 援 セ ン タ

ーの設置者が、この法律若しくはこれに基づ

く 命 令 若 し く は こ れ ら に 基 づ い て す る 処 分

に違反したとき、又はその事業に関し不当に

営利を図り、若しくは第五条の二第二項から

第六項まで、第二十条の二の二若しくは第二

十 条 の 三 に 規 定 す る 者 の 処 遇 に つ き 不 当 な

行為をしたときは、当該事業を行う者又は当

該施設の設置者に対して、その事業の制限又

は停止を命ずることができる。  

３  都道府県知事は、前項の規定により、老人

居 宅 生 活 支 援 事 業 又 は 老 人 デ イ サ ー ビ ス セ

ンター、老人短期入所施設若しくは老人介護

支援センターにつき、その事業の制限又は停

止 を 命 ずる 場合 (第一 項の 命 令 に違 反し た こ

と に 基 づ い て 認 知 症 対 応 型 老 人 共 同 生 活 援

助 事 業 の 制 限 又 は 停 止 を 命 ず る 場 合 を 除

く 。 )には 、 あら かじ め、 社 会 福祉 法第 七 条

第 一 項 に 規 定 す る 地 方 社 会 福 祉 審 議 会 の 意

見を聴かなければならない。  

第十九条  都道府県知事は、養護老人ホーム又

は 特 別 養 護 老 人 ホ ー ム の 設 置 者 が こ の 法 律

若 し く は こ れ に 基 づ く 命 令 若 し く は こ れ ら

に基づいてする処分に違反したとき、又は当

該 施 設 が 第 十 七 条 第 一 項 の 基 準 に 適 合 し な

くなつたときは、その設置者に対して、その

施 設 の 設 備 若 し く は 運 営 の 改 善 若 し く は そ

の事業の停止若しくは廃止を命じ、又は第十

五 条 第 四 項 の 規 定 に よ る 認 可 を 取 り 消 す こ

とができる。  

２  都道府県知事は、前項の規定により、養護

老 人 ホ ーム 又は 特 別養護 老 人 ホー ムに つ き、

その事業の廃止を命じ、又は設置の認可を取

り消す場合には、あらかじめ、社会福祉法第

七 条 第 一 項 に 規 定 す る 地 方 社 会 福 祉 審 議 会

の意見を聞かなければならない。  

第二十九条 有料老人ホーム設置者等に対する報告徴収、

立ち入り検査、改善命令 
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■ 老 人 福 祉 法  

(審判の請求 ) 

第三十二条  市町村長は、六十五歳以上の者に

つき、その福祉を図るため特に必要があると

認めるときは、民法第七条、第十一条、第十

三条第二項、第十五条第一項、第十七条第一

項、第八百七十六条の四第一項又は第八百七

十 六 条 の 九 第 一 項 に 規 定 す る 審 判 の 請 求 を

することができる。  

 

■ 知 的 障 害 者 福 祉 法  
(審判の請求 ) 

第 二 十 八 条  市 町 村長は 、 知 的 障害 者 に つき 、

そ の 福 祉 を 図 る た め 特 に 必 要 が あ る と 認 め

るときは、民法第七条、第十一条、第十三条

第 二 項 、第 十五 条 第一項 、 第 十七 条第 一 項、

第 八 百 七 十 六 条 の 四 第 一 項 又 は 第 八 百 七 十

六 条 の 九 第 一 項 に 規 定 す る 審 判 の 請 求 を す

ることができる。  

 

■ 精 神 保 健 及 び 精 神 障 害 者 福 祉 に 関 す る

法 律  
(審判の請求 ) 

第五十一条の十一の二 市町村長は、精神障害者

につき、その福祉を図るため特に必要があると

認めるときは、民法(明治二十九年法律第八十九

号)第七条、第十一条、第十三条第二項、第十五

条第一項、第十七条第一項、第八百七十六条の

四第一項又は第八百七十六条の九第一項に規

定する審判の請求をすることができる。 
 
■民法 
（後見開始の審判） 

第七条  精神上の障害により事理を弁識する能力を欠く

常況にある者については、家庭裁判所は、本人、配偶者、

四親等内の親族、未成年後見人、未成年後見監督人、保

佐人、保佐監督人、補助人、補助監督人又は検察官の請

求により、後見開始の審判をすることができる。 
（保佐開始の審判） 
第十一条  精神上の障害により事理を弁識する能力が著

しく不十分である者については、家庭裁判所は、本人、

配偶者、四親等内の親族、後見人、後見監督人、補助人、

補助監督人又は検 
察官の請求により、保佐開始の審判をすることができ 

 
 
 
 
 
る。ただし、第七条に規定する原因がある者について

は、この限りでない。 
（被保佐人及び保佐人） 

 第十三条  （略） 
２  家庭裁判所は、第十一条本文に規定する者又は保佐

人若しくは保佐監督人の請求により、被保佐人が前項

各号に掲げる行為以外の行為をする場合であってもそ

の保佐人の同意を得なければならない旨の審判をする

ことができる。ただし、第九条ただし書に規定する行

為については、この限りでない。 
（補助開始の審判） 

第十五条  精神上の障害により事理を弁識する能力が不

十分である者については、家庭裁判所は、本人、配偶者、

四親等内の親族、後見人、後見監督人、保佐人、保佐監

督人又は検察官の請求により、補助開始の審判をするこ

とができる。ただし、第七条又は第十一条本文に規定す

る原因がある者については、この限りでない。 （補助

人の同意を要する旨の審判等） 
第十七条  家庭裁判所は、第十五条第一項本文に規定す

る者又は補助人若しくは補助監督人の請求により、被補

助人が特定の法律行為をするにはその補助人の同意を

得なければならない旨の審判をすることができる。ただ

し、その審判によりその同意を得なければならないもの

とすることができる行為は、第十三条第一項に規定する

行為の一部に限る。 
（保佐人に代理権を付与する旨の審判） 

第八百七十六条の四  家庭裁判所は、第十一条本文に規

定する者又は保佐人若しくは保佐監督人の請求によっ

て、被保佐人のために特定の法律行為について保佐人に

代理権を付与する旨の審判をすることができる。 
第八百七十六条の九  家庭裁判所は、第十五条第一項本

文に規定する者又は補助人若しくは補助監督人の請求

によって、被補助人のために特定の法律行為について補

助人に代理権を付与する旨の審判をすることができる。  
 
■ 民 法 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 の 施 行 に 伴

う 関 係 法 律 の 整 備 等 に 関 す る 法 律 に よ る

老 人 福 祉 法 、 精 神 保 健 及 び 精 神 障 害 者 福

祉 に 関 す る 法 律 及 び 知 的 障 害 者 福 祉 法 の

一 部 改 正 に つ い て  

(平 成 一 二 年 三 月 三 〇 日 ) 

(障障第一一号・障精第二一号・老計第一三号 ) 

(各都道府県・各指定都市・各中核市民生主管

部 (局 )長あて厚生省大臣官房障害保健福祉部
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障害福祉・精神保健福祉・老人保健福祉局老人

福祉計画課長連名通知 ) 

民法の一部を改正する法律 (平成一一年法律

第一四九号 )、任意後見契約に関する法律 (平成

一一年法律第一五〇号 )、民法の一部を改正す

る法律の施行に伴う関係法律の整備等に関す

る法律 (平成一一年法律第一五一号。以下「整

備法」という。 )及び後見登記等に関する法律

(平成一一年法律第一五二号 )が平成一一年一

二月八日に公布され、平成一二年四月一日より

施行されることになるが、整備法において老人

福祉法、精神保健及び精神障害者福祉に関する

法律 及 び知 的 障害 者 福祉法 の 一 部が 改 正さ れ 、

市町村による審判の請求に関する規定が設け

られた。  

今 般 、「成 年 後見 制度 の創 設 に 伴う 厚生 省 関

係法令の改正等について」において別途通知す

る こ と と さ れ て い た 市 町 村 長 の 審 判 の 請 求 に

おける留意事項等について、左記のとおり定め

たので、御了知の上、管下市町村にその周知徹

底を図るとともに、その運用に遺憾のないよう

にされたい。  

記  

１  市町村における成年後見開始の申立事務

について  

成年後見制度は、私法上の法律関係を規律

するものであり、本人、配偶者、四親等内の

親 族 等 の 当 事 者 に よ る 申 立 に 基 づ く 利 用 に

委ねることが基本となるが、判断能力が不十

分な痴呆性高齢者、精神障害者及び知的障害

者のうち、身寄りがない場合など当事者によ

る 申 立 が 期 待 で き な い 状 況 に あ る も の に つ

いて、当事者による審判の請求を補完し、成

年後見制度の利用を確保するため、これらの

者に対する相談、援助等のサービス提供の過

程において、その実情を把握しうる立場にあ

る市町村長に対し、審判の請求権を付与する

こととしたものである。  

こうしたことを踏まえ、市町村長の審判の

請求を行うか否かの判断に当たっては、別添

1 及び別添 2 を参考にされたい。  

ま た 、判 断能 力が 不十分 な 痴呆 性高 齢者 、

精神障害者及び知的障害者のうち、身寄りが

な い 場 合 な ど 当 事 者 に よ る 申 立 が 期 待 で き

な い 状 況 に あ る も の に つ い て の 権 利 擁 護 の

ための支援策としては、市町村長の審判の請

求に基づく成年後見制度の活用のほか、地域

福 祉 権 利擁 護事 業 の活用 も 考 えら れる こ と、

さらに、身寄りのない痴呆性高齢者等は、老

人 福 祉 法 第 一 〇 条 の 四 又 は 第 一 一 条 に 基 づ

く 市 町 村 の 措 置 等 の 対 象 に な り う る こ と を

申 し 添 える 。 (任 意後 見契 約 が 登記 され て い

る場合には、原則として当該契約が優先する

こ と に なる 。 (任 意後 見契 約 に 関す る法 律 第

一〇条 )) 

なお、成年後見制度と地域福祉権利擁護事

業 と の 関係 につ い ては 、「 民 法 の一 部を 改 正

す る 法 律 等 の 施 行 に 伴 う 地 域 福 祉 権 利 擁 護

事 業 の 実施 上の 留 意点に つ い て」 (平成 一二

年三月三〇日社援地第一四号厚生省社会・援

護局地域福祉課長通知 )を参考にされたい。  

２  市 町 村 長 の 審 判 の 請 求 に お け る 留 意 事 項

等について  

(１ )（２）  （略）  

(３ ) 成年後見人等の候補者について  

申立てに当たっては、適当な成年後見人

等の候補者がある場合には、これを申立書

に記載することが望ましいが、家庭裁判所

は、成年後見人等の選任に当たって、  

・成年被後見人等の心身の状態並びに生活

及び財産の状況  

・成年後見人等となる者の職業及び経歴並

び に 成 年 被 後 見 人 等 と の 利 害 関 係 の 有

無  

・成年後見人等となる者が法人であるとき

は、その事業の種類及び内容並びにその

法 人 及 び そ の 代 表 者 と 成 年 被 後 見 人 等

との利害関係の有無  

・成年被後見人等の意見  

・その他一切の事情  

を 考 慮 し な け れ ば な ら な い こ と と さ れ て

いる。  

市 町 村 長 の 審 判 の 請 求 の 際 に 成 年 後 見

人等の候補者を申立書に記載する場合、例

えば、痴呆性高齢者、精神障害者及び知的

障害者のうち、社会福祉施設に入所してい

るものについては、当該施設の施設長や当

該 施 設 を 経 営 す る 法 人 を 成 年 後 見 人 等 と

す る こ と は 本 人 に と っ て 利 益 相 反 に 当 た

る可能性があることに留意すること。  

(４ ) （略）  

 
 

 

 
 
 


